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１．研究計画の概要 
中国のメディアの影響に注目した従来の研
究の多くは、暗黙のうちに中国が「欧米化」
することを前提としていた。言い換えると欧
米的な価値観がメディアによってどのよう
に強まるのか、という視点からの研究がほと
んどであったといえる。しかし、改革開放か
ら 30 年経過し、最近の中国の文化政策は欧
米化とは反対の方向を目指しているように
見える。アニメの国産化を目標とした政策の
発表は、その一つの例である。本研究は、そ
うした問題意識に立って、文化政策がメディ
ア利用にどのように影響を与えているのか、
またその影響は新しい意識やライフスタイ
ルとどのように関係しているのかを見出そ
うとした。 
 
 
 
２．研究の進捗状況 
本研究課題では、中国のポピュラー文化政策
において、政府がソフトパワー論に基づいた
コンテンツ政策を導入していることを文献
調査によって把握した。中国のアニメーショ
ンの国産化政策が文化産業の発展というこ
とを公式的には強調しているにもかかわら
ず、実はナショナリズム意識の台頭と関連し
ているらしいことがわかった。本研究では、
さらに受け手の側から中国のポピュラー文
化への文化政策の影響を広州、上海などで実
施したアンケート調査により考察した。中国
では、海外アニメを禁止することにより、海
賊版(特にインターネット経由)のアニメ視聴
が増加していることが明らかになった。一方、
中国ではアニメ国産化政策によって大量の

国産アニメが製作されているにもかかわら
ず、国産アニメの人気は低く海外のアニメと
は異なる位置づけがされていることも分か
った。また、アニメが「オタク」文化の一つ
として 30 歳以上の年齢層にも受容されてい
る日本とは異なり、中国におけるアニメの視
聴者は低年齢層に集中しているという点に
違いがあることが分かった。一方、外国のポ
ピュラー文化の規制に対する反発も一部に
あり、インターネットやアニメの利用者に情
報規制への反発が強いこと、ナショナリズム
意識の弱い人ほど情報規制への反発が弱い
こともわかった。また、コンテンツの接触が
その国への魅力度を高めるという「ソフトパ
ワー」効果についても検証したが、分析結果
は、日本のアニメに多く接触するからといっ
て、日本への好意度を高める効果があるとは
言えないことが明らかになった。 
 
 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
(理由) 中国において社会調査を何回か実施
し、アニメを中心としたコンテンツ接触の実
態を把握した。中国では文化政策によりコン
テンツが統制されているが、そうした統制の
下で海賊版を通して海外のコンテンツに接
触している人々の実態が明らかになった。ま
た、日本政府もコンテンツ政策の一つの根拠
としているコンテンツの「ソフトパワー」が
国の魅力度を高めるという仮説は支持され
なかった。したがって、中国における文化政
策は必ずしも成功していないという実態を
明らかにすることができたと言える。 
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４．今後の研究の推進方策 
今後はコンテンツの影響力という点からも
う少し視点を広げた研究が必要である。ソフ
トパワー論は、多次元的な国のイメージ構造
を、「国の魅力」と一次元的にとらえている
点に問題があった。今後は、こうした問題点
を克服するため、多次元的なイメージ構造を
想定した実証研究をおこない、さらに上記の
研究計画では含まれていなかった日本人の
外国イメージをも研究課題に含め、コンテン
ツ政策についても「国家ブランディング」は
いかにあるべきという視点から、より総合的
な分析を行ないたいと考えている。本来、こ
の研究課題は多数の国においてフィールド
調査を行なうべきであると考えられるが、あ
まりにも多くの国を対象とすることは費用
的・時間的に困難であるので、前課題から引
き続いて中国を主たる研究対象としつつ、日
本・韓国を調査対象に加えて実証的に分析す
ることを予定している。 
 
 
 
 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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